
【表紙】
 
【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成23年12月２日

【四半期会計期間】 第15期第２四半期（自　平成23年８月１日　至　平成23年10月31日）

【会社名】 クックパッド株式会社

【英訳名】 ＣＯＯＫＰＡＤ Ｉｎｃ．

【代表者の役職氏名】 代表執行役社長　佐野 陽光

【本店の所在の場所】 東京都港区白金台五丁目12番７号

【電話番号】 ０３－６４０８－６１４３

【事務連絡者氏名】 執行役 管理部長　成松 淳

【最寄りの連絡場所】 東京都港区白金台五丁目12番７号

【電話番号】 ０３－６４０８－６１４３

【事務連絡者氏名】 執行役 管理部長　成松 淳

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

クックパッド株式会社(E22663)

四半期報告書

 1/20



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第14期
第２四半期
累計期間

第15期
第２四半期
累計期間　

第14期

会計期間
自　平成22年５月１日
至　平成22年10月31日

自　平成23年５月１日
至　平成23年10月31日

自　平成22年５月１日
至　平成23年４月30日

売上高（千円） 1,545,668 1,817,126 3,263,283

経常利益（千円） 856,643 846,486 1,594,216

四半期（当期）純利益（千円） 459,676 462,392 847,613

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） 799,110 814,470 808,470

発行済株式総数（株） 8,052,000 16,210,800 16,150,800

純資産額（千円） 3,072,766 3,939,491 3,479,423

総資産額（千円） 3,742,512 4,535,497 4,508,432

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
57.11 28.60 52.60

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
55.64 28.00 51.30

１株当たり配当額（円） － － 2.00

自己資本比率（％） 82.1 86.5 77.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
279,015 19,306 988,657

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△32,055 △30,020 △56,043

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△15,322 △5,131 2,893

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
2,758,356 3,399,948 3,439,884

　

回次
第14期
第２四半期
会計期間　

第15期
第２四半期
会計期間　

会計期間
自　平成22年８月１日
至　平成22年10月31日

自　平成23年８月１日
至　平成23年10月31日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
31.02 16.13

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２. 当社は以下の通り株式分割を行っております。

　　　平成22年７月１日付　株式１株につき２株

　　　平成23年１月１日付　株式１株につき２株　

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。　
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２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

   

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。

　

(1）業績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災による物理的な被害や、その後の電力不足の影響か

ら徐々に立ち直りつつあるものの、欧州諸国の財政問題や急激な円高の進行等により、依然として先行き不透明な

状況で推移いたしました。　

一方で、わが国のインターネット利用状況は、スマートフォンの急速な普及により、日常生活におけるインター

ネットの影響力がより一層高まっております。国内携帯電話市場では、平成23年４月から９月までの携帯電話出荷

台数が2,028万台となりました。うちスマートフォンの出荷台数は1,004万台となり、出荷台数全体の49.5％を占め

る結果となりました(株式会社MM総研調べ)。MM総研データによりますと、平成23年10月から平成24年３月までの出

荷台数予測は2,000万台超とされ、今後さらにスマートフォンの普及が加速していくと見込まれます。

このような経営環境の下、当社では、毎日の献立を決定するプラットフォームとしての位置づけを確立するため、

事業の基盤である「クックパッド」及び「モバれぴ」のサービス開発・運営に注力してまいりました。特に、引き

続きモバイルサービスの強化に取り組んでおり、急拡大を続けるスマートフォン市場を見越してスマートフォン向

けサービスの開発に注力してまいりました。Web上で展開している「クックパッド」の月間利用者数は平成23年10

月時点で1,575万人（前年同月比47.3％増）と順調に増加し、20代から30代の女性を中心とした献立の決定者が毎

日の料理で利用するサービスとなっております。当社サービスは日常の生活動線上で利用されているため、日常生

活の多様なシーンでインターネットの利用が可能なスマートフォンとの相性が非常に良く、スマートフォンからの

利用者数が順調に増加しております。利用者がより楽しくレシピを投稿できるためのサービス改善も続けており、

平成23年10月には累計投稿レシピ数が108万品を超えました。また利用者の体感速度を維持・向上するためのサー

バの処理速度の向上にも継続的に取り組んでおり、今後のサイトの規模拡大を見越し、平成23年10月にサイト運営

環境をAWS (Amazon Web Service)に完全移行いたしました。

以上の結果、当第２四半期累計期間の売上高は1,817,126千円(前年同期比17.6％増)、営業利益は878,015千円

（前年同期比1.5％増）、経常利益は846,486千円（前年同期比1.2％減）、四半期純利益は462,392千円（前年同期

比0.6％増）となりました。

当社は単一セグメントであるため、セグメントごとの記載はしておりません。事業部門ごとの取組みは以下の通

りであります。

　　

①　会員事業部門　

当事業部門におきましては、スマートフォン向けサービスを中心としたモバイルサービス強化に注力しており

ます。多様なレシピの中から利用者のニーズに合致した献立が決まるサービスへと進化するべく、より精度の高

い検索結果を返すことができるよう日々利用動向を解析し、テスト駆動開発体制による迅速な改善を繰り返して

おります。

既に多くの利用者から評価を受けているiPhoneアプリにつきましては、平成23年10月に300万ダウンロードを

突破し、その後も安定してダウンロード数が増加しております。また、平成23年１月に本格的に展開を始めた

Android端末向けサービスについても、端末特性に合わせた利便性を考慮してサービス改善を続け、アプリのダウ

ンロード数が150万ダウンロードを超えました。さらにスマートフォンでは、Webブラウザからの利用者数も順調

に増加しております。

スマートフォンにおけるプレミアムサービスの課金方法につきましては、平成23年９月までに全てのキャリア

決済に対応いたしました。また国内の書籍系以外のコンテンツで初めて、iPhoneのアプリ内課金システムである

IAP (In App Purchase)の継続課金型決済にも対応いたしました。利用者数の増加に伴って、スマートフォンから

のプレミアムサービス登録者数は順調に増加しております。

以上の結果、当第２四半期累計期間の売上高は1,100,869千円（前年同期比44.5％増）となりました。

　　

②　マーケティング支援事業部門
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当事業部門の主要顧客である食品・飲料業界におきましては、東日本大震災により寸断されたサプライチェー

ンの立て直しや個人消費の持ち直しにより、一部に回復傾向が見られました。しかし緩やかなデフレ市況の中、食

品原料の価格は上昇しており、引き続き厳しい環境が続きました。このような状況を受け、当第２四半期累計期間

においては、既存顧客に対する新規案件の提案を十分に行えなかったことから、顧客数は増加したものの顧客単

価が減少いたしました。

しかしながら生活者視点のメニュー提案や使い方の提案など、価格よりも価値を訴求する需要拡大策に対する

食品・飲料メーカーからの関心は高まっており、今後もレシピマーケティングの浸透が続いていくものと考えて

おります。

以上の結果、当第２四半期累計期間の売上高は534,507千円（前年同期比5.7％減）となりました。

　

③　広告事業部門

当事業部門におきましても、マーケティング支援事業部門と同様に、主要顧客である食品・飲料メーカーが広告

出稿を抑制したことによる影響を受けました。

しかしながら、当社サービスの月間利用者数及び月間ページビュー数の増加傾向は続いております。多様化する

ユーザーの興味関心を細分化し、よりユーザーの嗜好にあった広告提案に注力してまいります。

以上の結果、当第２四半期累計期間の売上高は181,749千円（前年同期比16.2％減）となりました。

 

(2）財政状態の分析

前事業年度末から当第２四半期会計期間末までの財政状態の主な変動は以下の通りであります。

資産につきましては、流動資産が4,290,293千円から4,339,778千円に増加した一方で固定資産が218,138千円か

ら195,718千円に減少いたしました。これらの主な要因は、流動資産につきましては収益拡大による売掛金の増加に

よるものであり、固定資産についてはサーバ及び本社設備の減価償却を実施したためであります。

負債及び純資産につきましては、流動負債が1,029,008千円から596,005千円に減少した一方で利益剰余金が

1,864,244千円から2,294,336千円に増加いたしました。流動負債の減少の主な要因は、法人税等の納付による未払

法人税等の減少によるものであります。　

　

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末より39,936千円減少し、3,399,948

千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とその要因は以下の通りであります。

　 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは19,306千円の収入（前年同四半期比93.1％減）となりました。この主な要

因は、税引前四半期純利益845,128千円を計上した一方で、法人税等の支払額546,036千円及び売上の増加による売

上債権の増加105,391千円が生じたことによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは30,020千円の支出（前年同四半期比6.4％減）となりました。これは、主に

備品等の有形固定資産の取得によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキュッシュ・フローは5,131千円の支出（前年同四半期比66.5％減）となりました。これは、新株

予約権の発行による収入があった一方で配当による支出が生じたことによるものであります。

　

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(5）研究開発活動

　　該当事項はありません。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 55,296,000

計 55,296,000

　

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年10月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年12月２日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 16,210,800 16,221,600
東京証券取引所

（マザーズ）

　完全議決権株式であり、株

主としての権利内容に何ら

限定のない当社における標

準となる株式であります。

　また、１単元の株式数は100

株となっております。

計 16,210,800 16,221,600 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成23年12月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。　

　

（２）【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次の通りであります。

平成23年８月15日発行の第４回新株予約権

 決議年月日 平成23年７月28日

新株予約権の数（個） 2,110

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 （注）１．

新株予約権の目的となる株式の数（株） 211,000（注）２．

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,760（注）３．

新株予約権の行使期間
自　平成26年８月16日

至　平成28年８月15日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

　発行価格 　1,760　

　資本組入額 　880　

新株予約権の行使の条件 （注）４．

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４．

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５．

　（注）１．株式の内容は「(1）株式の総数等 ② 発行済株式」の内容と同一であります。

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。

　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
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３．当社が新株予約権発行後、株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額＝
調整前行使価額

分割・併合の比率

　また、本新株予約権の割当日の後、当社が１株当たりの時価を下回る価額で募集株式を発行（株式の無償割当て

による株式の発行及び自己株式を交付する場合を含み、新株予約権（新株予約権付社債を含む。）の行使によ

る場合及び当社の普通株式に転換できる証券の転換（取得の対価として当社の株式を交付する場合を含む。）

による場合を除く。）する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上

げるものとします。

調整後行使価額　＝
調整前

行使価額
×

既発行株式数 ＋
新規発行

株式数
×
１株あたり

払込金額

  １株あたりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

４．当該ストックオプションに係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次の通りであります。

　(1) 本新株予約権を保有する新株予約権者は、下記イ.、ロ.及びハ.に掲げる条件がすべて満たされた場合にの

み、本新株予約権を行使することができる。

イ. 平成25年４月期の監査済みの当社損益計算書（連結財務諸表を作成している場合は、連結損益計算書）

において営業利益が28億円を超過していること。なお、国際財務報告基準の適用等により参照すべき営業

利益の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会にて定めるものとする。

ロ. 平成26年４月期の監査済みの当社損益計算書（連結財務諸表を作成している場合は、連結損益計算書）

において営業利益が40億円を超過していること。なお、国際財務報告基準の適用等により参照すべき営業

利益の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会にて定めるものとする。

ハ. 本新株予約権の割当日の後、金融商品取引所における当社普通株式の普通取引終値が、権利行使価額に

1.5を乗じた価額である金2,640円を一度でも超過すること。

　(2) 本新株予約権者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、執行役、監査役または従業員の

地位にあることを要するものとする。ただし、任期満了による退任、定年退職、死亡、転籍その他当社取締役

会が正当な理由があると認めた場合にはこの限りではない。

　(3) 本新株予約権者が行使期間前から休職しておらず、かつ本新株予約権者が行使期間中に死亡した場合は、相

続開始後１年内に限り、その相続人が当社所定の手続きに従い、当該本新株予約権者が付与された権利の

範囲内で本新株予約権を行使できるものとする。ただし、相続人死亡による再相続は認めない。

　(4) 本新株予約権者は、上記(1)の条件が満たされた場合に、本新株予約権を、次の各号に掲げる期間において、

既に行使した本新株予約権を含めて当該各号に掲げる割合を限度として行使することができる。

 イ. 平成26年８月16日から平成27年８月15日

　 当該本新株予約権者が割当を受けた本新株予約権の総数の２分の１

 ロ. 平成27年８月16日から平成28年８月15日

　 当該本新株予約権者が割当を受けた本新株予約権の総数のすべて　

　(5) 本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の決議による承認を要する。

５．当社が、合併（当社が消滅会社となる合併に限る。）、株式交換または株式移転（以上を総称して「組織再編

行為」という。）をする場合であって、かつ、当該組織再編行為にかかる契約または計画において、会社法第

236条第１項第８号のイ・ニ・ホに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下

の条件に基づきそれぞれに交付する旨を定めた場合に限り、組織再編行為の効力発生日（新設型再編におい

ては設立登記申請日。以下同じ。）の直前において残存する本新株予約権者に対し、当該本新株予約権の消滅

と引き換えに、再編対象会社の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとします。

　(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数　

    残存する本新株予約権の本新株予約権者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するも

のとする。

  (2) 新株予約権の目的である株式の種類及び数または算定方法

    新株予約権の目的である株式の種類は、再編対象会社の普通株式とする。新株予約権の目的である株式の

数は、組織再編行為の効力発生日の前日における本新株予約権の目的である株式の数に合併比率または株

式交換もしくは株式移転比率を乗じた数に必要な調整を行った数とし、組織再編の効力発生日後は上記

２．に準じて調整する。　

  (3) 新株予約権の行使に際して出資される金額または算定方法

    組織再編行為の効力発生日の前日における本新株予約権の行使価額に、必要な調整を行った額とし、組織

再編の効力発生日後は上記３．に準じて調整する。

  (4) 新株予約権を行使することができる期間

    本新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、本新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。
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  (5) 新株予約権の行使の条件　

    上記４．に準じて決定する。

  (6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　以下の事項に準じて決定する。

イ. 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い計算される資本金等増加限度額（以下「資本金等増加限度額」という。）の２分の１に相当す

る額。ただし、１円未満の端数が生じる場合、その端数を切り上げるものとし、本新株予約権の行使に応じ

て行う株式の交付にかかる費用の額として資本金等増加限度額から減ずるべき額は、０円とする。

ロ. 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度

額から上記に定める増加する資本金の額を控除した額とする。

  (7) 譲渡による新株予約権の取得の制限　

    譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

  (8) 再編対象会社による新株予約権の取得事由

  　以下の事項に準じて決定する。

イ. 当社が吸収合併消滅会社もしくは新設合併消滅会社となる吸収合併契約もしくは新設合併契約、当社が

株式交換完全子会社となる株式交換契約もしくは当社が株式移転完全子会社となる株式移転計画、または

当社が吸収分割会社となる吸収分割契約もしくは新設分割会社となる新設分割計画について株主総会の

承認（株主総会の承認を要しない場合は取締役会の承認）がなされ、かつ、当社が取締役会決議により本

新株予約権の取得を必要と認めて一定の日を定め、当該日が到来したときは、当該日に当社は本新株予約

権の全部を無償にて取得することができる。

ロ. 本新株予約権者が権利行使をする前に、上記４．に定める規定により本新株予約権の行使ができなく

なった場合は、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。

ハ. 本新株予約権者が本新株予約権の放棄を申し出た場合は、当社は本新株予約権を無償で取得することが

できる。

ニ. 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案が可決された場合には、本新株予約権の全部を無償にて取

得することができる。　

ホ. 本新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要する

ことまたは当該種類の株式についての定めを設ける定款の変更承認の議案が可決された場合には、本新株

予約権の全部を無償にて取得することができる。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年８月１日～

平成23年10月31日　

（注）

60,00016,210,8006,000 814,470 6,000 813,895

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

　　　２．平成23年11月１日から平成23年11月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が10,800株、資

本金及び資本準備金がそれぞれ810千円増加しております。　
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（６）【大株主の状況】

　 平成23年10月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

佐野　陽光 東京都港区 8,658,000 53.41

穐田　誉輝 東京都港区 2,874,000 17.73

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11－３ 533,900 3.29

J.P. MORGAN CLEARING CORP-SEC
THREE CHASE METROTECH CENTER, BROOKLYN,

NEW YORK 11245, U.S.A. 327,887

　

2.02

　（常任代理人　シティバンク銀行株

式会社）
（東京都品川区東品川２丁目３－14）

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 325,300 2.01

バンク　オブ　ニューヨーク　ジー

シーエム　クライアント　アカウンツ

　ジエーピー　アールイーシー　アイ

テイーアイシー　

CITIGROUP CENTRE CANADA SQUARE CANARY

WHARF LONDON E14 5LB, UNITED KINGDOM　229,700

　

1.42

　

（常任代理人　株式会社三菱東京UFJ

銀行）　
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１）　

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口９）
東京都中央区晴海１丁目８－11 218,700 1.35

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 168,700 1.04

ビービーエイチ　ボストン　フォー　

ノムラ　ジャパン　スモーラー　キャ

ピタライゼイション　ファンド　

620065　

180 MAIDEN LANE, NEW YORK, NEW YORK

10038 U.S.A.　 139,700

　

0.86

　

（常任代理人　株式会社みずほコー

ポレート銀行決済営業部）　
（東京都中央区月島４丁目16－13）　

資産管理サービス信託銀行株式会社

（年金特金口）　
東京都中央区晴海１丁目８－12　 119,200 0.74

計 － 13,595,087 83.86

（注）上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次の通りであります。　

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 　523,300株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 　321,000株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 　218,700株

野村信託銀行株式会社（投信口） 　168,700株

資産管理サービス信託銀行株式会社（年金特金口） 　119,200株
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　 600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 16,205,300 162,053
権利内容に限定のない

標準となる株式

単元未満株式 普通株式　 　4,900 － －

発行済株式総数 16,210,800 － －

総株主の議決権 － 162,053 －

　　

②【自己株式等】

 平成23年10月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

クックパッド株式会社
東京都港区白金台５丁目

12－７　
600 － 600 0.00

計 － 600 － 600 0.00

　

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成23年８月１日から平成23年

10月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成23年５月１日から平成23年10月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、四

半期連結財務諸表は作成しておりません。 

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次の通りであります。

資産基準　　　　   0.7％

売上高基準　　　　 0.0％

利益基準　　　　 △1.1％

利益剰余金　　　 △0.7％
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年４月30日)

当第２四半期会計期間
(平成23年10月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,439,884 3,399,948

受取手形及び売掛金 771,986 877,378

繰延税金資産 73,243 53,775

その他 7,871 12,200

貸倒引当金 △2,692 △3,523

流動資産合計 4,290,293 4,339,778

固定資産

有形固定資産

建物 58,957 60,018

減価償却累計額 △45,035 △52,421

建物（純額） 13,921 7,597

工具、器具及び備品 150,525 65,941

減価償却累計額 △124,053 △40,827

工具、器具及び備品（純額） 26,472 25,113

有形固定資産合計 40,393 32,710

無形固定資産 4,189 5,856

投資その他の資産

関係会社株式 45,725 53,671

差入保証金 72,356 69,813

繰延税金資産 69,321 55,487

投資損失引当金 △13,847 △21,820

投資その他の資産合計 173,556 157,151

固定資産合計 218,138 195,718

資産合計 4,508,432 4,535,497

負債の部

流動負債

買掛金 8,530 6,721

未払金 364,931 186,061

未払法人税等 554,990 357,120

未払消費税等 59,849 27,614

その他 40,707 18,488

流動負債合計 1,029,008 596,005

負債合計 1,029,008 596,005

純資産の部

株主資本

資本金 808,470 814,470

資本剰余金 807,895 813,895

利益剰余金 1,864,244 2,294,336

自己株式 △1,185 △1,185

株主資本合計 3,479,423 3,921,515

新株予約権 － 17,975

純資産合計 3,479,423 3,939,491

負債純資産合計 4,508,432 4,535,497
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成22年５月１日
　至　平成22年10月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年５月１日
　至　平成23年10月31日)

売上高 1,545,668 1,817,126

売上原価 22,394 21,600

売上総利益 1,523,273 1,795,526

販売費及び一般管理費 ※
 658,482

※
 917,510

営業利益 864,791 878,015

営業外収益

受取利息 410 236

その他 828 354

営業外収益合計 1,238 591

営業外費用

為替差損 68 24,124

投資損失引当金繰入額 8,779 7,973

その他 537 22

営業外費用合計 9,386 32,120

経常利益 856,643 846,486

特別損失

固定資産除却損 － 1,358

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 4,717 －

特別損失合計 4,717 1,358

税引前四半期純利益 851,926 845,128

法人税、住民税及び事業税 419,128 349,433

法人税等調整額 △26,878 33,302

法人税等合計 392,249 382,735

四半期純利益 459,676 462,392
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成22年５月１日
　至　平成22年10月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年５月１日
　至　平成23年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 851,926 845,128

減価償却費 25,893 19,148

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 4,717 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 627 830

投資損失引当金の増減額（△は減少） 8,779 7,973

受取利息及び受取配当金 △410 △236

為替差損益（△は益） － 24,091

固定資産除売却損益（△は益） － 1,358

売上債権の増減額（△は増加） △205,637 △105,391

仕入債務の増減額（△は減少） 1,263 △1,808

未払消費税等の増減額（△は減少） △14,585 △32,235

その他の資産の増減額（△は増加） 3,731 △3,828

その他の負債の増減額（△は減少） 25,353 △190,023

小計 701,659 565,006

利息及び配当金の受取額 443 336

法人税等の支払額 △423,088 △546,036

営業活動によるキャッシュ・フロー 279,015 19,306

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △30,389 △19,340

無形固定資産の取得による支出 △1,666 △2,732

関係会社株式の取得による支出 － △7,946

投資活動によるキャッシュ・フロー △32,055 △30,020

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 5,224 11,977

新株予約権の発行による収入 － 15,192

自己株式の取得による支出 △435 －

配当金の支払額 △20,111 △32,300

財務活動によるキャッシュ・フロー △15,322 △5,131

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △24,091

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 231,637 △39,936

現金及び現金同等物の期首残高 2,526,719 3,439,884

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,758,356

※
 3,399,948
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【会計方針の変更等】

当第２四半期累計期間
（自　平成23年５月１日
至　平成23年10月31日）

（１株当たり情報）　

　第１四半期会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）及

び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日）を適用

しております。

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプショ

ンについて、権利の行使により払いこまれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額のうち、

将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。　

　なお、これによる影響はありません。

　

【追加情報】

当第２四半期累計期間
（自　平成23年５月１日
至　平成23年10月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）　

　第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成22年10月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年５月１日
至　平成23年10月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

の通りであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

の通りであります。

給料手当

貸倒引当金繰入額

226,392　

627

千円　

　

給料手当

貸倒引当金繰入額

334,520　

830

千円　

　

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成22年10月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年５月１日
至　平成23年10月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

 （平成22年10月31日現在）

 （千円）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

 （平成23年10月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 2,758,356　

現金及び現金同等物 2,758,356　

　

現金及び預金勘定 3,399,948　

現金及び現金同等物 3,399,948　

　

 

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成22年５月１日　至　平成22年10月31日） 

配当に関する事項

配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日

取締役会
普通株式 20,111 5.00 平成22年４月30日 平成22年７月30日利益剰余金

　　　　

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成23年５月１日　至　平成23年10月31日） 

配当に関する事項

配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日

取締役会
普通株式 32,300 2.00 平成23年４月30日 平成23年７月29日利益剰余金

　　

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自平成22年５月１日　至平成22年10月31日）

当社は、単一セグメントであるため、記載を省略しております。　

　

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自平成23年５月１日　至平成23年10月31日）

当社は、単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下の通りであります。

　
前第２四半期累計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成22年10月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年５月１日
至　平成23年10月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 57円11銭 28円60銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 459,676 462,392

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 459,676 462,392

普通株式の期中平均株式数（株） 8,048,166 16,163,239

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 55円64銭 28円0銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 212,429 350,575

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－　

平成23年７月28日取締役会決

議

ストック・オプション（新株

予約権）

　普通株式　 　67,000株

　行使価格　　　1,747円

有償ストック・オプション

（新株予約権）

  普通株式　　211,000株

　行使価格　　　1,760円　

（注）当社は、平成23年１月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。当該株式分割が前事業年度の開

始の日に行われたと仮定した場合における前第２四半期累計期間に係る１株当たり四半期純利益金額は28円55銭、

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は27円82銭であります。
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２【その他】

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

平成23年12月２日

クックパッド株式会社

取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員  公認会計士 山本　　守　　印

 

 指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 加藤　雅之　　印

  

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられ
ているクックパッド株式会社の平成23年５月1日から平成24年４月30日までの第15期事業年度
の第２四半期会計期間（平成23年８月１日から平成23年10月31日まで）及び第２四半期累計期
間（平成23年５月１日から平成23年10月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸
借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。
　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準
拠して四半期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部
統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半
期財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等
に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レ
ビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される
年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一
般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、クックパッド株式会社の平
成23年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及
びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に
おいて認められなかった。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。
　

以　上
　
（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。
２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。　
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